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子育て世帯等臨時特別支援事業に関する要望書 

  

 

私たちは、主に東京都内で活動する地域政党であるところ、この度の子育て世帯等臨時特

別支援事業（いわゆる 10 万円給付）において、要件に所得制限（960 万円）があるがゆえ、

生活が困っているのにもかかわらず給付金を受け取れない、不公平であるという地域の声

を伺っています。実際に、夫年収 950 万円妻年収 950 万円の共働き（世帯収入 1900 万円）

で子どもが二人の家庭と年収 970 万円で妻は専業主婦で子どもが 3 人の家庭では、前者は

20 万円給付がある一方で後者は給付が一切ない、という仕組みとなっており、これは明ら

かに不公平な制度であり、現在の子育て世帯の実情を理解しているとは言い難いものです。 

このような不公平をなくそうと自治体独自で支給対象を追加する一部市区町村もありま

すが、自治体が個々にそれを補うには、大きな負担であり、自治体間の分断、不公平感を生

んでいるとも考えます。 

各党政調会の皆さまにおかれましては、以下の点について、再度ご検討いただき、公平な

制度になるよう国会内で議論していただけますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

1 子育て世帯等臨時特別支援事業の制度を再設計し、所得制限撤廃を盛り込むこと 

2 所得が 960 万円を越える場合でも給付を行う自治体もあるところ、このような自治体

が拡大するような支援措置・予算措置をとること 

3 本制度のベースとなっているものは、児童手当の所得制限の制度にあるところ、児童手

当の所得制限は少子化対策を後退させるものである。児童手当の所得制限撤廃を議論

すること 

 

 

以上 



 


